
個人情報保護委員会　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野

管理
番号

その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例求める措置の具体的内容提案事項名

提案区分

＜①の事例＞
令和３年11月に、東京都が新たに心身障害者医療費助成事務でマイナン
バーを利用することとして都規則を改正した。当該医療費助成事務は、事務
処理特例により各区で事務を実施している。マイナンバーの利用は各区任
意であったが、情報連携により区民にとって添付書類省略が可能となるメ
リットがあるため、当区では利用することとした。
情報連携を実施するための個人情報保護委員会への届出は年３回（５～６
月、９～10月、11～12月）であるが、独自利用の条例を定めている場合での
み届出が可能であるため、条例改正手続（約３か月半）を待つことで、届出
が令和４年６月、情報連携開始が令和５年２月となり、都の規則改正から情
報連携開始まで約１年３か月かかることになる。規則での規定であれば、令
和３年12月での届出が可能であったため、令和４年10月から情報連携が開
始でき、約４か月早くサービスの開始が可能であった。
＜②の事例＞
健康増進事業の実施に関する事務について、令和３年５月31日公布のデジ
タル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律により、新たに
番号法別表第２に追加されたことを受け、マイナンバー利用事務として取り
扱うこととなった。
従前は、区の個人情報保護条例等に基づき行えていた当該事務に係る庁
内の情報授受について、事務の実施の実態は何ら変わらないにも関わら
ず、庁内での特定個人情報の授受を行うにあたり、番号法第９条第２項また
は第19条第11項に基づく条例への規定が必要となった。条例改正には議会
等対応を含め３か月半程度かかることとなり、また、併せて特定個人情報保
護評価（重点項目のため約１か月）や規則改正（約２か月）等、従前の事務
をそのまま実施するために延べ６カ月半もの時間を必要とする事務が発生
した。
今後、既に実施している事務がマイナンバー利用事務として指定された場
合も同様の事務手続が発生することとなり、本来の事務を実施するにあたっ
ての支障となることが想定される。同一自治体内での特定個人情報の連携
に係る条例・規則での規定が不要となることで、延べ５カ月半程度の事務が
削減される。

独自利用事務の情報連携の活用や、自治体内での情
報の連携を迅速に行えるようになり、添付書類の省略
や、情報の利活用による区民サービスの向上に寄与す
る。
従前から行っている事務をそのまま実施するための条
例改正等の手間が削減され、本来業務に時間を割くこ
とができる。

個人情報保
護委員会、デ
ジタル庁

行政手続における
特定の個人を識別
するための番号の
利用等に関する法
律第９条、第19条

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名

花巻市、千葉
市、高知県

○支障事例と同様、転入者の所得情報については、当市で確認ができないため、申請者において課税市区町村か
ら所得証明書を取得し、提出してもらう必要がある。
結婚新生活支援事業については、住民票、所得証明書、納税証明書などの諸証明をはじめ、対象経費となる住居の
契約書等、申請添付の書類が相当数あることから、情報連携の対象とすることにより、所得証明書への添付を不要
とすることで、事務の軽減が期待される。
令和３年度　交付決定件数：19件　うち支障事例件数（※）：15件
※夫婦の一方または双方が市外課税者の世帯。

結婚新生活支援事業は年度ごとに要綱要領を定め、予算補助として実
施しているところである。当該事業における所得証明書の提出につい
ては、現在、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行
令」第２条で指定されている「地域少子化対策重点推進交付金」におけ
る「地域少子化対策重点推進事業実施要領」で定められている。
補助金受給申請者の所得情報を確認するために、マイナンバー制度
における情報連携を行う場合、当該事業を法令化する必要があるが、
当該事業は実施自治体が制定する自治体要綱により独自の制度設計
が可能であること、及び当該事業の全国の実施状況を踏まえれば、マ
イナンバー制度の情報連携に向けた法令化の検討は困難である。
なお、当該事業の事務処理については、実務上の負担軽減ができるよ
う今後ともよく検討していきたい。

結婚新生活支援事業における所得証明書の提出については、国の
「地域少子化対策重点推進事業実施要領」で定められていることから、
各自治体が独自に提出の要否を設定できるものではないと考えられ
る。そのため、国においてマイナンバー情報連携の対象拡大が図られ
ない場合、転入者は、これまでと同様に課税市区町村から所得証明書
を取り寄せて提出しなければならず、申請時の負担が大きい状況が改
善されない。
また、令和３年度に538市区町村であった本事業の実施自治体数は、
令和４年度では629市区町村と増加し、全自治体の約３分の１にのぼる
ことから、本事業に対するニーズは高いものと捉えている。
本事業を新たにマイナンバー情報連携の対象に加えることにより、申
請者の負担軽減につながるとともに、事務手続の利便性が向上される
ことで事業としての魅力が高まり、実施自治体の増加も期待される。少
子化対策のさらなる推進の観点から、本提案の採択について前向きに
検討いただきたい。

B　地方に対
する規制緩
和

181 地方公共団体におけるマイナンバーの独自利用及び特定個人情報の
庁内連携を行うためには、マイナンバー法第９条第２項に基づき条例を
定める必要がある。
これは、個人番号の利用範囲については、個人情報保護の観点から、
地方公共団体の長の判断のみで決めるのではなく、住民の代表で構
成される地方議会における議論を経て、団体としての地方公共団体の
意思に基づいて行うことが、マイナンバー法第９条第１項において規定
されている国等の実施する事務について、国会による議論によって制
定される法律で規定されることとの均衡に鑑みて、適当と考えられるた
めである。
また、同一地方公共団体内の他機関へ特定個人情報を提供するに
は、番号法第19条第11号に基づき条例を定める必要がある。
これについても、個人番号の利用範囲と同様に、地方公共団体の長の
判断のみで決めるのではなく、住民の代表で構成される地方議会にお
ける議論を経て、団体としての地方公共団体の意思に基づいて行うこ
とが適当と考えられる。
これを踏まえると、ご提案に応じることは困難である。

－宮城県、富士
見市、山梨
県、城陽市、
高槻市、高松
市、宇和島
市、大牟田
市、長崎県、
宮崎市

練馬区マイナンバー制度におい
て、地方公共団体でマイナ
ンバーを独自利用する場合
等の条例・規則への規定に
ついて次のように見直しを
お願いしたい。
①番号法第９条第２項に基
づくマイナンバーの独自利
用の場合について、条例で
はなく、規則での規定でも
利用を可能とする。
②番号法第９条第２項に基
づく庁内部局間での特定個
人情報の授受の場合およ
び番号法第19条第11号に
基づく庁内他機関との特定
個人情報の授受の場合に
ついて、条例・規則での規
定を不要とする。

マイナンバー
の独自利用
事務および
庁内連携に
係る条例等
制定に係る
見直し

11_その他

【現行制度】
補助要件（夫婦の合計所得が400万円未満）を確認するために、所得証明
書の提出を求めている。
【支障事例】
転入者の所得情報については、当市で確認ができないため、申請者におい
て課税市区町村から所得証明書を取得し、提出してもらう必要がある。
【支障の解決策】
新たにマイナンバー制度における情報連携の対象に加えてもらう。これによ
り、他市区町村から課税されている場合でも当市で当該所得情報を確認で
きるようになることから、所得証明書の提出が不要となる。
＜参考＞
令和２年度　交付決定件数：52件　うち支障事例件数（※）：28件
令和３年度　交付決定件数：60件　うち支障事例件数（※）：27件
※夫婦の一方または双方が市外課税者の世帯。

転入者において課税市区町村からの所得証明書の取
得が不要となることから、申請に係る負担が軽減され、
住民の利便性が向上される。

地域少子化対策重
点推進事業実施要
領

内閣府、デジ
タル庁、総務
省

秋田市、秋
田県、能代
市、横手
市、大館
市、男鹿
市、大仙
市、仙北
市、藤里
町、五城目
町、八郎潟
町、井川
町、羽後
町、東成瀬
村

172 B　地方に対
する規制緩
和

11_その他 市町村結婚
新生活支援
事業補助金
の申請手続
におけるマイ
ナンバー情
報連携の対
象情報の拡
大

市町村結婚新生活支援事
業における添付書類（所得
証明書）の提出が省略でき
るよう、マイナンバー制度
における情報連携の対象
に新たに追加してもらう。

地方公共団体がマイナンバーを利用した情報連携を開始するまで、条
例改正に約３か月半、個人情報保護委員会への届出に約８か月の期
間が必要であり、直近では、心身障害者医療費助成（マル障）の事務
にマイナンバーを利用するため、こうした手続きに約１年を要している。
住民の安全・安心を守るための生活支援など、緊急性の高い事務にお
いても、マイナンバーを利用する場合は条例への規定が必要となり、制
度を迅速かつ効果的に活用することができないのが実態である。
国においては、公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預
貯金口座の登録等に関する法律第10条に基づく特定公的給付でのマ
イナンバー利用について、「内閣総理大臣が指定するもの」として告示
で定めている例があり、これは緊急時の給付金を迅速かつ確実に実施
するための措置と認識している。
個人情報の保護は制度運用において重要な要素であるが、マイナン
バー制度の所期の目的を果たすためには、住民に最も身近な基礎自
治体がマイナンバーをより活用しやすい制度設計に見直していくべきで
ある。地方公共団体が主体的に制度を活用し、行政手続における添付
書類の省略や、一人ひとりに合わせた必要な支援を迅速に行えるよう
にするため、抜本的な見直しについて前向きに検討いただきたい。
また、同一地方公共団体内での特定個人情報の提供については、実
務上、制度開始以前から行われており、マイナンバー利用事務間での
情報連携についてまで条例に規定する必要性は低いと考える。改め
て、同一地方公共団体内での情報連携について、条例へ規定する意
義を伺いたい。



個人情報保護委員会　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

前段
 結婚新生活支援事業における
補助金の交付の申請の手続に
ついて、申請者の負担軽減に資
する取組事例を収集し、地方公
共団体に令和４年度中に情報
提供する。

　令和４年１１月に地方公共団
体へ情報提供済。

　令和４年９月～１０月にかけて
事業を実施する全自治体に対
し、申請者の負担軽減に資する
取組事例について調査を実施。
集計結果について令和４年１１
月にフィードバックを実施。

後段：令和４年度中に得た結論
に基づいた措置について検討
中

検討中 「第７回マイナンバー制度及び
国と地方のデジタル基盤抜本改
善ワーキンググループ」にて、
「今後、地方公共団体の独自利
用事務がマイナンバー法別表
に掲げる事務に準じることが必
ずしも明確でない場合において
も、行政運営の効率化及び国民
の利便性向上を目的とし、個人
情報保護委員会が認める場合
であれば、情報連携を行うこと
ができるよう」にすることが示さ
れた。

「第７回マイナンバー制度及び
国と地方のデジタル基盤抜本改
善ワーキンググループ」の内容
を踏まえて、検討する。

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答 令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 地方六団体からの意見

【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。

令和４年度における調査検討を
踏まえ、技術的検証等を実施す
る。

情報連携開始までの期間短縮
等について、調査検討を進め
た。

令和５年度中に結論を得る検討中－ 他の地方公共団体などとの情報連携は、特定個人情報の「提供」とし
て、番号法第19条第８号や別表第２を根拠に行うことができるが、同一
機関内での情報連携は、特定個人情報の「提供」ではなく「利用」に該
当する。
番号法第９条第１項及び第２項に基づき個人番号を「利用」できるの
は、別表第１に規定する主体が同表に規定する事務で利用する場合と
地方公共団体が条例で定める事務で利用する場合に限定されている。
別表第１に規定する事務における個人番号の利用とは、別表第１の各
項に規定される個々の事務で個人番号を利用することであり、当該利
用により得られた特定個人情報を同一機関内で別表第１に規定される
他の個人番号利用事務や、第９条第２項に基づき条例で定めた独自
利用事務の処理に利用することは、第９条第１項に規定する利用範囲
を超えるものと考えられる。このため、同一機関内の複数の事務で特
定個人情報を利用する場合は、第９条第２項に基づく条例を定める必
要がある。

５【個人情報保護委員会（４）（ⅰ）】【デジタル庁（10）（ⅱ）】
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律（平25法27）
地方公共団体が９条２項に基づき実施する事務（独自利用事務）の情
報連携（19条９号）については、その円滑な実施に資するよう、個人情
報保護委員会への届出（行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律第十九条第九号に基づく特定個人情
報の提供に関する規則（平28個人情報保護委員会規則５）３条１項）か
ら情報連携開始までの期間の短縮等について検討し、令和５年度中に
結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

－ 【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。
【全国町村会】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

当該事業は実施自治体が制定する自治体要綱により独自の制度設計
が可能であることから、所得要件確認のためのマイナンバー連携につ
いての法令化は困難であるが、事業実施自治体への転入後における
申請にあたっては、課税市区町村から所得証明書を取り寄せて提出と
なることにより、申請者の負担が増大しているということも承知してい
る。
申請にあたっての負担軽減に努めている自治体の取組を内閣府から
情報提供し、横展開を図ることで、申請者の負担軽減につなげるととも
に、当該事業の事務処理については、実務上の負担軽減ができるよう
今後ともよく検討する。
また、ご提案のような支障事例があることを踏まえ、マイナンバー法第
19条第9号に基づく情報連携の在り方について検討してまいりたい。

５【内閣府（11）】【個人情報保護委員会（５）】【デジタル庁（13）】【総務省
（29）】
結婚新生活支援事業
結婚新生活支援事業における補助金の交付の申請の手続について
は、申請者の負担軽減に資する取組事例を収集し、地方公共団体に令
和４年度中に情報提供する。
また、当該補助金の交付の申請の手続のうち申請者の所得の確認方
法については、行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律（平25法27）19条９号に基づく情報連携の在り方を
含め、申請者及び地方公共団体の負担の軽減に資するよう、地方公共
団体の意向も踏まえつつ方策を検討し、令和４年度中に結論を得る。そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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和

11_その他 特定個人情
報保護評価
事務の一部
省略

特定個人情報保護評価の
うち、公金受取口座活用
等、国全体で進めるべき施
策に係る事務に関するもの
における意見募集、第三者
点検及び評価の公表につ
いては、国が一括して実施
し、地方公共団体において
は実施不要とすること。

「公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等
に関する法律」の関連規定が令和４年１月１日に施行され、デジタル庁令で
定める公的給付については、情報提供ネットワークシステムを活用して公金
受取口座情報を取得することができるようになる。
情報提供ネットワークシステムを活用した公金受取口座情報の取得につい
て、国は、令和４年10月試行運用開始、令和５年１月以降の本格運用を予
定しているところ、地方公共団体は、各事務における特定個人情報保護評
価（PIA）の実施が必要となる。
PIAについては、評価書の修正に加え、対象人数によっては、住民の意見募
集や第三者点検、評価の公表を行う必要があり、自治体における事務負担
が大きい。
【参考】公金受取口座活用のために修正が必要となる当市の評価書の数：
17

特定個人情報保護評価の実施に伴う地方公共団体の
事務負担の軽減につながり、行政の効率化が図られ
る。

行政手続における
特定の個人を識別
するための番号の
利用等に関する法
律第28条、特定個
人情報保護評価に
関する規則第１条、
第５条、第６条、第７
条

個人情報保
護委員会、デ
ジタル庁

神戸市 札幌市、宮城
県、北区、相
模原市、横須
賀市、京都
市、大阪市、
高槻市、八尾
市、西宮市、
山口県、高松
市、松山市、
佐世保市、熊
本市、宮崎県

○評価書の作成・修正・再実施等に係る業務量は少なくない。国全体で進めるべき施策に係る事務に関するものに
おける意見募集や第三者点検及び評価の公表については、地方公共団体が個別で行うのではなく、国が一括して
実施することが適当と考える。
○PIAの修正、パブリックコメントの実施、審議会の開催及び評価の公表には多くの人役や時間を要している。公金
受取口座活用による影響は多くの事務手続に及び、今回の公金受取口座関連のＰＩＡの修正は事務負担が大きく対
応に苦慮している。
○当市においても、公金受取用口座の活用に関して対象となる事務が多岐にわたっており、その全てにPIAを再実施
するのは、対象事務の所管課、PIAの庁内取りまとめを行っている番号制度担当課及び住民の意見募集・第三者点
検を担当する個人情報担当課における事務負担が非常に高い。特に、公金受取用口座のPIAに関しては、各省庁か
ら対象事務の所管課へ２～３月頃に通知があったが、第三者点検や住民への意見募集が必要となる事務について
は、評価書公表までに半年程度の期間を要することに加え、改修要否など複数のパターンが提示されており、情報
連携方式の検討や、それに伴う改修仕様の策定に要する期間を踏まえれば、10月の試行までに評価書を公表する
のが難しい事務が存在する。また、一度に多数の第三者点検を行う場合、点検者の負担が増加する。場合によって
は、期限内に第三者点検を終えることができないことが懸念される。PIAは「事務」を単位として実施することとなって
いるが、今後、特定個人情報がより利便性を増し、多くの事務で共通のリソースとして活用できるようになればなるほ
ど、１つの制度に対して大量のPIAを同時に実施するような場合が頻発することも想定され、市政執行に著しい支障
をきたすことが懸念される。
○当市においても、国全体で進めている公金受取口座活用について、地方公共団体の該当事業ごとに特定個人情
報保護評価を実施することは負担が大きいと感じている。地方公共団体の事務負担軽減のためにも、国が一括して
実施していただきたい。

特定個人情報保護評価（以下「保護評価」という。）の実施主体は、特
定個人情報ファイルを保有しようとする者である。保護評価の実施と
は、評価書の作成から公表までの一連の手続を指すため、支障事例に
ある公金受取口座情報を取得する各事務については、特定個人情報
ファイルの保有者である各地方公共団体に実施が義務付けられ、現行
制度においては意見聴取等手続の一部を国が実施することはできな
い。
仮に、意見聴取・第三者点検のみ国が一括して実施したとしても、これ
により得られた意見を、各地方公共団体の実態を踏まえ個別に評価書
に反映することが効率化につながるとは考えがたく、評価書の作成と
意見聴取等を実施する主体を分けることは、実務上においても適当で
はないと考える。
なお、マイナンバー法第27条第２項において、保護評価指針について
は、少なくとも３年ごとに再検討を加え、必要があると認めるときは、こ
れを変更するものとされているところ、こうした取組の中で、より効果
的・効率的な保護評価につながるよう、関係省庁と連携しながら必要な
対応を検討してまいりたい。

現行のマイナンバー法の規定上、地方公共団体に保護評価の実施義
務があることは理解しており、地方公共団体で独自に運用する部分に
おいて、保護評価を実施することに意義はあると考える。
しかし、公金受取口座の制度はもとより、新型コロナウイルス感染症の
予防接種事務におけるワクチン接種記録システム（VRS）のような、国
が一律で構築・改修するシステムを活用する上でのリスク評価を、主務
省庁からの記載例に頼りながら、全ての地方公共団体で実施すること
は、単に、法律が規定する手続を形式的に行っている以上の意味はな
く、非効率である。
そのため、国が一律で構築・改修するシステムに係る評価について
は、法改正のうえ、国において保護評価を行う仕組みとしていただくこ
とを検討いただきたい。また、法改正が困難な場合も、例えば、意見聴
取・第三者点検を国が一括して実施し、得られた意見を踏まえた記載
例を提示いただき、これをもとに地方公共団体が保護評価書を作成し
た場合、地方公共団体個別での意見聴取・第三者点検は省略可能と
するなど、負担軽減策を検討いただきたい。
さらに、今後、システム標準化が進展すれば、同様の支障事例が増え
ることが想定されることから、マイナンバー制度が目指す行政の効率化
が真に実現され、地方公共団体の負担軽減に繋がるよう、早急に見直
しをいただきたい。

マイナンバー制度における
特定個人情報保護評価（Ｐ
ＩＡ）の簡素化または廃止を
求める。
特定個人情報は番号法及
び「特定個人情報の適正な
取扱いに関するガイドライ
ン」に則り適切に取り扱う必
要があり、また、情報公開
制度により国民への透明
性も担保されているところ、
特定個人情報保護評価の
実施が国民への透明性の
担保にどれほど寄与してい
るのか、また、評価の実施
なくして国民への信頼・透
明性は担保できないのか
等について、地方公共団体
における事務負担も踏ま
え、改めて制度の効果検証
や見直しをお願いしたい。

マイナンバー
制度における
特定個人情
報保護評価
の簡素化ま
たは廃止

11_その他B　地方に対
する規制緩
和

182 マイナンバーを含めた住民の個人情報の取扱いについて、リスク対策
の徹底や個人の権利利益を保護する体制を確保することは地方公共
団体の責務であるということは承知している。一方で、特定個人情報保
護評価は、マイナンバー法第28条に基づき、その結果を公示し、広く国
民の意見を求めるものとするとされているが、第１次回答中の①、②の
目的にどれほど寄与するか疑問である。
また、特定個人情報保護評価に係る事務量は膨大であり、迅速性を欠
いている。特に全項目評価の場合、住民への意見聴取や第三者点検
の実施により、評価に半年程度の期間を要しており、制度開始までの
タイトなスケジュールの中で評価を行わなければならず、職員への負担
が非常に大きい。さらに、新型コロナのワクチン接種など、やむを得な
い事由で緊急な対応が必要な場合には、例外的に事後評価とすること
が認められているが、そもそも①の目的と矛盾が生じていると考える。
こうした現状を踏まえ、保護評価の在り方について、より効果的で効率
的な制度への見直しを早急に検討いただきたい。

特定個人情報保護評価は、当該特定個人情報ファイルを保有する前に実施
しなければならず、全項目評価の場合、評価書の公表までに６か月程度か
かるため、迅速性を欠いている。また、制度開始に間に合わせるためにタイ
トなスケジュールで評価を実施する場合、評価書作成に係る職員の負担が
大きい。
特に、新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種に係る事務では、事後
評価であっても、業務を遂行しながら意見聴取や第三者点検等の対応など
を国の定めた期限までに行わなければならず、非常に大きな負担となってい
る。
＜事例１＞
令和２年11月30日に国から新型インフルエンザ特措法に基づく事務（全項
目評価）について、令和３年３月12日までにＰＩＡの実施を行うよう依頼があ
り、期限までに実施できない場合、令和３年６月からの情報連携が開始でき
ない旨通知された。結果的には、リスク対策の変更等がなかったため再実
施に該当せず、期限には間に合ったが、再実施が必要となっていた場合、
制度開始に間に合わせることができないスケジュールであった。
＜事例２＞
ワクチン接種業務（全項目評価）においては、第１回目の接種が令和３年５
月から開始する中、令和３年４月から令和３年12月にかけて全項目評価の
再実施を行った。その後も令和４年２月の３回目接種開始の中、令和４年３
月からワクチン接種記録システムについて再実施中であるが、さらに令和４
年４月から接種証明コンビニ交付に係る再実施として、ワクチン接種業務を
行いながら３回の全項目評価の再実施が必要となっており、大きな負担と
なっている。
＜特定個人情報保護評価実施に係る期間＞
全項目評価　新規保有・再実施とも６カ月～
重点項目評価　新規保有４か月～　再実施2.5か月～
基礎項目評価　新規保有・再実施とも0.5か月～
＜特定個人情報保護評価実施件数＞
（１）令和３年度
全項目評価　新規保有０件　再実施１件
重点項目評価　新規保有１件　再実施０件
基礎項目評価　新規保有３件　再実施０件　ほか、見直し62事務
（２）令和４年度（予定）
全項目評価　新規保有０件　再実施４件
重点項目評価　新規保有０件　再実施３件
基礎項目評価　新規保有０件　再実施２件　ほか、見直し42事務

特定個人情報保護評価(以下「保護評価」という。)は、マイナンバー法
第28条に基づき、特定個人情報ファイルの適正な取扱いを確保するこ
とにより特定個人情報の漏えいその他の事態の発生を未然に防ぎ、個
人のプライバシー等の権利利益を保護する観点から、
①事前対応による個人のプライバシー等の権利利益の侵害の未然防
止、
②国民・住民の信頼の確保を目的として行われるものであり、マイナン
バー制度における重要な保護措置の一つである。
マイナンバー法第27条第２項において、保護評価指針については、少
なくとも３年ごとに再検討を加え、必要があると認めるときは、これを変
更するものとされているところ、こうした取組の中で、より効果的・効率
的な保護評価につながるよう、関係省庁と連携しながら必要な対応を
検討してまいりたい。

○新型コロナウイルスワクチン接種に関する特定個人情報保護評価の再評価は、接種開始、証明書の電子化、コン
ビニ交付と短期間に何度も再評価を行わなければならないことや、事後評価でありながら、市民への意見聴取や第
三者点検等も実施しなければならず、非常に大きな事務負担となっている。
○当課は、特定個人情報保護評価書のとりまとめ課ではあるが、当該評価の実施が、実際に国民への透明性の担
保に寄与しているかどうかは疑問である。特定個人情報の取扱い等についての安全性の公表に関しては、より効果
的で効率的な方法を検討していただきたい。
○特定個人情報保護評価（PIA）は、全項目評価の場合、関係法令等により、原則として特定個人情報ファイルの保
有等の前に評価を実施（再実施）（評価書の作成（修正）、市民意見公募、第三者による点検）することが規定されて
おり、事務量が多く繁雑である。また一定期間を要するため、迅速性を欠くとともに他の人役を投じるべき事務を圧迫
している。新型コロナワクチン接種に関連し、ワクチン接種記録システムによる住民の接種記録の管理やアプリによ
る接種証明書の電子交付などを実施するに当たり、全項目評価の実施（再実施）をこれまでに２回行っているが（現
在３回目を実施中）、いずれも制度開始までに評価を完了させることが困難であったため、例外的に認められている
緊急時の事後評価となり、実質外部の意見は反映できない形骸的な運用となっている。これらの実情や事務負担に
対する効果等を勘案し、簡素化や廃止も含めたより効果的な制度への見直しが必要と考える。
○当市においても、評価書作成に係る職員の負担は大きく、特に、新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種に
係る事務では、事後評価であっても、業務を遂行しながら意見聴取や第三者点検等の対応などを国の定めた期限ま
でに行わなければならず、非常に大きな負担となっている。今後も、接種証明コンビニ交付に係る再実施として、ワク
チン接種業務を行いながら３回の全項目評価の再実施が必要となっており、大きな負担となっている。また、全項目
評価の場合、住民の意見募集や第三者点検を行う必要があり、評価書の公表までに６か月程度かかるため、迅速
性を欠いているとともに、職員の負担が大きい。
○当市においても、事務作業の量により即時性に欠くことや、膨大な内容を報告書として作成することが却ってマイ
ナンバーの情報連携への壁になってしまっている。

富士見市、相
模原市、三島
市、京都市、
高槻市、八尾
市、西宮市、
高松市、松山
市、宇和島
市、佐世保
市、熊本市、
宮崎市

練馬区個人情報保
護委員会、デ
ジタル庁

行政手続における
特定の個人を識別
するための番号の
利用等に関する法
律第27条、第28条、
特定個人情報保護
評価に関する規則
第１条、第４条～第
７条、第９条、第11
条～第15条、特定
個人情報保護評価
指針

特定個人情報保護評価に係る事務量を削減すること
ができ、制度開始に向けて必要なシステムテストや職
員の研修に時間をかけることができるようになる。
また区民に対して、よりスピード感をもって利便性のあ
るサービスを提供できるようになる。



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答 令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 地方六団体からの意見

－ 【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。

現在、マイナンバー法（以下「法」という。）第27条第２項に基づく特定個
人情報保護評価指針の再検討に向けて、保護評価の簡素化とリスク
対策の両立を目指して作業を進めているところ。
再検討に当たっては、法の規定で個人情報の保護に関する技術の進
歩及び国際的動向を踏まえることとされているが、それらに加えて、地
方公共団体を始めとした評価実施機関における御意見や運用の実態
を把握し御参考とさせていただくこととしており、御指摘のような効率化
や負担軽減といった点を含め、保護評価の簡素化とリスク対策の両立
を目指して作業を進めてまいりたい。

５【個人情報保護委員会（４）（ⅱ）】【デジタル庁（10）（ⅲ）】
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律（平25法27）
地方公共団体による特定個人情報保護評価（特定個人情報保護評価
に関する規則（平26特定個人情報保護委員会規則１）７条）について
は、地方公共団体ごとのリスクに応じた効果的かつ効率的な実施を図
るため、次回の指針（27条１項）の見直しの際に、地方公共団体におけ
る実態を踏まえて当該事務の見直しについて検討し、令和５年度中に
結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

検討中 令和５年度中に結論を得る 　特定個人情報保護評価指針
の３年ごとの再検討に係る委託
調査を実施し、評価実施機関向
けアンケート等を通じて、地方公
共団体における特定個人情報
保護評価の実態を把握した。

地方公共団体ごとのリスクに応
じた効果的かつ効率的な実施を
図るため、引き続き、把握した
実態も踏まえながら特定個人情
報保護評価における事務の見
直しについて検討する。

５【個人情報保護委員会（４）（ⅱ）】【デジタル庁（10）（ⅲ）】
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律（平25法27）
地方公共団体による特定個人情報保護評価（特定個人情報保護評価
に関する規則（平26特定個人情報保護委員会規則１）７条）について
は、地方公共団体ごとのリスクに応じた効果的かつ効率的な実施を図
るため、次回の指針（27条１項）の見直しの際に、地方公共団体におけ
る実態を踏まえて当該事務の見直しについて検討し、令和５年度中に
結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

特定個人情報保護評価（以下「保護評価」という。）は、事前対応による
個人のプライバシー等の権利利益の侵害の未然防止を目的としている
ことから、事後評価は、あくまで例外的に、災害その他やむをえない事
由により緊急性を伴う場合にのみ実施できるものである。このように事
前対応の例外として事後評価が実施された場合でも、速やかに保護評
価が実施され、国民・住民の信頼の確保につながるよう、関係省庁と
連携しながら対応を進めているところ。
また、保護評価指針の再検討に当たっては、地方公共団体を始めとし
た評価実施機関における保護評価の運用の実態を把握した上で、事
務負担とリスク対策の両立を目指して進めてまいりたい。

地方公共団体ごとのリスクに応
じた効果的かつ効率的な実施を
図るため、引き続き、把握した
実態も踏まえながら特定個人情
報保護評価における事務の見
直しについて検討する。

　特定個人情報保護評価指針
の３年ごとの再検討に係る委託
調査を実施し、評価実施機関向
けアンケート等を通じて、地方公
共団体における特定個人情報
保護評価の実態を把握した。

令和５年度中に結論を得る検討中【全国知事会】
特定個人情報保護評価に係る手続きについては、地域の実情に応じ
た柔軟な対応が可能となるよう見直しを行うこと。

－
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